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研究成果の概要（和文）：本研究では、日本の環境技術に関連する研究開発が欧米と比較して進んでいるか否かと、環
境技術に関して欧米の研究開発が日本企業の研究開発に影響を与えているか否かを、日米欧の特許データを用いて検証
します。分析の結果、日本に出願された特許を引用した特許の価値は、その他の国に出願された特許を引用した場合よ
りも高いことが示唆されました。また欧米における特許の増加は、日本企業の特許件数や特許の質を高めることも示唆
されました。これは、日本の環境技術の研究開発水準は世界と比較して高く、日本企業は世界で行われている研究開発
活動の影響を受けて研究開発を行っていることを統計的に示唆しています。

研究成果の概要（英文）：This paper examines that Japan has an advantage to the environmental R&D activity 
over the US and Germany. We furthermore examine the relationship between the environmental R&D by Japanese
 firms and the R&D in the US and Germany. OLS analysis using patent-level data that is applied in Japan, t
he US, and Germany reveals that the value of Japanese patent in the field of environmental technology is h
igher than that of the US and German one. In addition, panel count data model analysis using firm-level da
ta of listed Japanese manufacturing firms shows that the patent applications in the US and Germany increas
e the number of patent and claims applied by the Japanese firms. These results suggest that environmental 
technological level in Japan is high in comparison to the level in the world and environmental R&D activit
ies throughout the world stimulate the R&D activity in Japan.
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１．研究開始当初の背景 
本研究を開始した背景は、大きく 2つあり
ます。1つは政策に関するもの、もう 1つは
学術的なものです。 
第 1は、日本の環境技術に関する「通説」
を統計的に確認する必要があることです。日
本の環境技術は世界をリードしていると一
般的に言われています。平成 22 年６月に発
表された新成長戦略においては、日本は｢世
界最高の環境技術を獲得するに至った｣と述
べられています。ただし、このような日本の
環境技術に対する認識を裏付ける統計的な
根拠は今まで示されてきませんでした。もし
環境技術の研究開発活動を補足できるデー
タを提供できれば、環境技術を活用し、推進
する政策をより効果的に実施することがで
きます。そこで本研究では、研究開発活動を
示すデータの 1つである特許データを活用し、
日本の環境技術に関する研究開発水準を欧
米と比較します。 
第 2は、学術研究として、企業が特許を出
願するメカニズムを分析することです。従来
の研究では、企業の特許出願行動に影響を与
える要因として、企業規模や競争状態が考え
られています。また、それらの要因に加えて、
知識のスピルオーバーも企業の特許出願行
動に影響を与えていると考えられています。
ただし、海外での研究開発活動が国内企業の
特許出願行動に与える影響を分析した例は、
今までほとんどありませんでした。そこで、
本研究では欧米における研究開発活動が日
本企業に影響を与えているか否かを分析し
ます。 
 
２．研究の目的 
 本研究では、研究開発活動の代理指標とな
る特許データを使って、日本が欧米と比較し
て環境技術に関する研究開発活動が進んで
いるか否かと、欧米における研究開発活動が
日本企業の環境技術に関する特許出願行動
に影響を与えているか否かを、経済学の視点
から分析します。 
先行研究では特許の出願国に注目して分
析を行う例はありましたが、引用関係を加味
する分析は行われてきませんでした。引用関
係を加味することで、引用した特許の出願国
によって特許の価値が異なるか否か等の詳
細な分析が可能となります。そこで、特許の
引用関係を考慮し、環境技術の研究開発活動
の水準を日米欧で比較します。このような統
計的な情報を提示することで、環境技術政策
等の政策に関連する基礎的資料を提供する
ことができます。また、整理した日米欧の特
許データを活用し、海外における研究開発活
動が日本国内の企業の特許出願行動に与え
る影響を定量的に分析します。これにより、
産業組織論分野の研究に寄与することが期
待されます。 
具体的には、以下の分析を行います。 
(1)環境技術に関する特許出願動向の分析 

 先行研究には、ある技術に注目してある 1
カ国に出願された特許出願件数及び登録件
数を企業ごとに集計して分析した研究や、あ
る産業に注目して同様の特許情報を企業ご
とに集計して分析した研究があります。しか
し、特許の出願人の国籍と出願先国を総合的
に考慮して、特許の国際比較を行った研究は
あまり行われてきませんでした。本研究では、
特許の出願国を考慮して、日本が欧米に比べ
て環境技術に関連する特許を多く出願して
いるか否かを分析します。出願先国別等の
様々な視点から特許出願件数を時系列で整
理し、その傾向を分析します。さらに、全特
許に占める環境技術関連特許の割合を出願
件数に関して算出し、同様の視点から時系列
で整理して、その傾向を分析します。 
(2) 環境技術に関する特許生産関数の推計 
 先行研究には、特許出願件数、特許の価値
を示す指標と、企業規模や市場の競争状態と
の関係を回帰分析した、特許生産関数の研究
があります。本研究では、それらの情報に加
えて、出願国の影響を考慮し、欧米における
特許出願が日本企業の特許出願行動に影響
を与えているか否かを検証します。 
 
３．研究の方法 
 本研究では、研究開発動向の代理指標と考
えられる特許の情報を使い、日本が欧米と比
較して、環境技術に関する研究開発が進んで
いるか否かを定量的に分析します。また、欧
米での研究開発活動が日本企業の研究開発
活動に与える影響を分析します。そのため、
世界の特許データを収録したデータベース
である PATSTAT を利用し、出願国が日本、ア
メリカ、ドイツである特許を抽出します。ヨ
ーロッパには多くの国がありますが、最も多
くの特許を出願しているドイツを比較の対
象とします。抽出するのは、安定的にデータ
を取得することが可能である 1981 年から
2010 年までに出願された特許データです。環
境技術に関する特許情報を収集する際には、
『重点 8 分野の特許出願状況調査報告書-環
境他 4分野-』（特許庁）に掲載されている「環
境」に関連した検索式を用います。日本企業
の分析を行う際には、上記検索式を利用して、
特許電子図書館及びIIPパテントデータベー
スより特許データを収集します。これを、企
業財務データとマッチングします。マッチン
グする際には、特許の出願人名と、財務デー
タの企業名を用います。分析期間は、特許電
子図書館で収集できるデータの特性を考慮
し、1992 年から 2010 年までとします。 
 日本企業の特許生産関数を分析する際に
は、複数年分の企業データを活用できること
と、環境技術に関連する特許出願件数が整数
値であることを考慮し、パネル・カウントデ
ータモデルを用いて分析を行います。また、
米独における研究開発活動の影響を分析す
るため、売上高やプライス・コスト・マージ
ンを分析に含め、企業規模や競争状態をでき



るだけ考慮します。 
 海外での研究開発活動が日本企業の特許
出願行動に影響を与えるか否かの分析結果
を踏まえ、日本の環境技術に関する研究開発
活動を促進させる要因として共同研究の可
能性を分析します。環境技術として燃料電池
技術に注目し、それに関連する特許情報を収
集します。特許情報に含まれている発明者に
ついて、所属先を研究者情報データベース
READ や論文データベース CiNii、グーグル等
を用いて同定し、共同研究を行っている場合
と行っていない場合で特許の価値に影響が
あるか否かを分析します。 
 
４．研究成果 
 出願国別に 1981 年から 2010 年までに出願
された環境技術関連特許の件数割合をまと
めたのが図 1です。日米独の特許庁に出願さ
れた環境技術関連特許のうち、日本に出願さ
れたのが 69％、アメリカに出願されたのが
25％、ドイツに出願されたのが 7％となって
います。件数で見た場合、環境技術関連特許
は日本で多く出願されていることがわかり
ます。 
 

図 1 出願国別 環境技術関連特許出願件数
割合(1981 年～2010 年) 
 
 日本特許庁に出願された全ての特許と、う
ち環境技術関連特許がしめる割合の月ごと
の推移を示したのが図 2です。2008 年 9月に
発生したリーマンショックの後に、特許出願
件数だけでなく、環境技術関連特許の出願割
合が大きく減少していることがわかります。
それ以外の期間で見ると、全体的に増加傾向
にあることがわかります。 
 

図 2 全特許出願件数と環境技術関連特許の
割合（日本） 
 
 アメリカ特許庁に出願された全ての特許
と、うち環境技術関連特許がしめる割合を示
したのが図 3です。全特許出願件数は上昇傾
向にありますが、環境技術関連特許は 2000
年頃をピークに、最近は減少傾向にあること
がわかります。 
 

図 3 全特許出願件数と環境技術関連特許の
割合（アメリカ） 
 
 ドイツ特許庁に出願された全ての特許と、
うち環境技術関連特許がしめる割合を示し
たのが図 4 です。全特許出願件数は 2000 年
頃をピークに、減少傾向にあります。一方、
全特許に占める環境技術関連特許の割合は、
2000 年頃まで減少傾向ですが、それ以降は増
加傾向にあります。 
 

図 4 全特許出願件数と環境技術関連特許の
割合（ドイツ） 
 
 日米独特許庁に出願された環境技術関連
特許について、引用した特許の国籍別に被引
用件数の合計を算出し、時系列で示したのが
図 5です。被引用件数とは、ある特許が、当
該特許よりも後に出願された特許によって
引用された件数であり、被引用件数が多いほ
ど、当該特許の価値が高いと考えられます。
図の上から出願国別に示しており、1 段目は
日本、2 段目はアメリカ、3 段目はドイツで
す。各段では、引用した特許の出願国が日本、
アメリカ、ドイツである特許の被引用件数の
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推移が示されています。これをみると、各出
願国では、当該国の特許が多く引用されてい
る傾向が見て取れます。 
 

図 5 引用特許の出願国別 被引用特許件数
の推移（日米独）  
 
 被引用特許件数の推移では、各出願国にお
いて、当該国に出願された特許が多く引用さ
れており、出願国による偏りが見られました。
そこで、このような偏りを考慮し、日本に出
願した特許を引用した特許の価値が、他国に
出願した特許を引用した場合と比較して高
いかどうかを分析します。特許の価値が出願
国や引用した特許の出願国によって異なる
か否かを、特許レベルのデータを用いて、正
規化した被引用件数を被説明変数にする最
小二乗法で分析した結果が表 1です。分析対
象は、1981 年から 2010 年の間に日米独に出
願されている特許 17,776,278 件と、そのう
ちの環境技術関連特許 902,814 件です。被引
用件数は当該特許の価値にかかわらず、新し
い特許ほど少ないと考えられるので、年ごと
に正規化します。また、特許にかかわった研
究開発者が多いほど被引用件数が多いと考
えられるので、分析を行う際には発明者数を
考慮します。分析の結果、日本が出願国であ
る特許は、米独が出願国である特許よりも価
値が高いですが、環境技術関連特許について
は、特許の価値が低い可能性が示唆されてい
ます。ただし、日本が出願国である特許を引
用した場合、その他の国が出願国である特許
を引用した場合よりも価値の高い特許を出
願している可能性も示唆されています。また、
日本が出願国である特許の引用件数は特許
の価値にプラスの影響を与えている可能性
も示唆されています。これは、日本を出願国
とする特許を多く引用している特許ほど、価
値が高い傾向があることを示唆しています。 
 
表 1 特許価値分析結果 

 
 海外での研究開発活動が日本企業の特許

出願行動に影響を与えるか否かを分析する
ため、特許データを出願人ごと、年ごとに集
計します。また、PATSTAT より抽出した米独
特許を年レベルで集計し、上記データに接合
します。そのデータを用いて分析を行った結
果が表 2です。被説明変数は特許出願件数を
用います。特許出願件数は正の整数値である
ため、カウントデータモデルであるパネル・
プロビットモデルを用いています。分析対象
は 1992 年から 2010 年の間に環境技術関連特
許を 1 件以上出願した東証・大証 1 部・2 部
企業 677 社です。分析の結果、アメリカ、ド
イツともに、海外に出願されている環境技術
関連特許件数が、日本企業の環境技術関連特
許数を増加させています。また、特許の価値
と考えられる請求項の数で重み付けした変
数を被説明変数とした分析でも、アメリカ、
ドイツにおける環境技術関連特許件数が日
本企業の研究開発活動にプラスの影響を与
えています。 
 
表 2 特許生産関数分析結果 

 
 海外での研究開発活動が日本企業の特許
出願行動に影響を与えるという分析結果を
踏まえ、燃料電池技術に注目し、共同研究が
企業の特許出願行動に与えた影響を分析し
た結果が表 3です。共同研究の相手が異業種
企業である研究開発を多く行う場合、当該企
業の特許出願件数は増加し、特許の質を示す
特許1件あたり請求項数も増加する傾向があ
ることが示唆されています。業種区分の仕方
を変えても、分析結果は変わりません。 
 
表 3 燃料電池技術に関する共同研究と特許
生産関数の分析結果 

 
 以上の分析結果をまとめます。環境技術関
連特許の被引用件数を出願国別に整理する
と、出願国による偏りがあるものの、日本に
出願された特許においては、日本に出願され
た特許を引用している特許の価値が高いこ
とが示唆されています。日米独の特許を分析
すると、日本が出願国である特許を引用した
場合、他国が出願国である特許を引用した場
合よりも価値の高い環境技術関連特許とな
っていることと、日本が出願国である特許の
引用件数が多い特許ほど、価値が高い可能性
が示唆されました。また、日本企業の特許出
願動向を分析すると、米独における研究開発

0
10
00

 JP  US  DE

JP

0
10
00
0

US

0
50
0

19
80
m1

19
85
m1

19
90
m1

20
00
m1

20
05
m1

20
10
m1

mu
lt
ip
le
 c
la
im
(J
ap
an
)

TR
IP
S

Le
hm
an
 s
ho
ck

Application month

DE

被説明変数 特許出願件数 特許1件あたり請求項数
異業種間（中分類）
共同研究による特許件数

+ +

異業種間（細分類）
共同研究による特許件数

+ +

異業種間（証券取引所分類）
共同研究による特許件数

+ +

サンプル数 11068

被説明変数
正規化した被引用件数
(全特許)

正規化した被引用件数
(環境技術関連特許)

日本が出願国 + -
日本が出願国である
特許を引用

+ +

日本が出願国である
特許の引用件数

+ +

被説明変数
環境技術関連特許
(国内出願数)

環境技術関連特許
(請求項数)

海外環境技術特許(アメリカ) + +
海外環境技術特許(ドイツ) + +

売上高 + +
PCM - -
R&D費 + +

国内環境技術特許総数 + +



活動が日本企業の研究開発活動を刺激し、特
許出願件数や特許の質を高めている可能性
が示唆されました。燃料電池技術に注目した
分析からは、異業種間の共同研究が、特許の
質を高める可能性が示唆されました。 
 以上の結果から、日本における環境技術の
研究開発水準は世界と比較して高いと言え
ます。また、日本企業は日本国内だけでなく、
アメリカやドイツ等、世界中で行われている
研究開発活動の影響も受けて、研究開発して
いることも統計的に示唆されました。さらに、
異業種間での共同研究を行うことにより、特
許の質が高まる可能性があることから、産学
官連携に加えて、異業種間の産産連携を促す
ような政策が、企業による環境技術の研究開
発をさらに促進することも期待されます。 
 今後の研究課題として、特許の出願人国籍
を考慮した分析の必要性があげられます。全
世界の特許情報を収録しているデータベー
スPATSTATにおいて出願人情報が付与されて
いるのは、アメリカに国際出願（PCT 出願）
している特許のみで、他の特許については出
願人国籍を把握することができません。本研
究では、日本における研究開発の代理指標と
して日本に出願されている特許を考えてい
ますが、出願人国籍も加味して分析を行う必
要があるでしょう。今後、他の特許について
も出願人国籍等の情報が整備されて分析が
出来るようになれば、世界中の特許について
より精緻な分析を行うことができます。 
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